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わが国の遺族年金制度の形成と展開

坂口正之

大阪市立大学大学院生活科学研究科

(平成14年8月26日受付 :平成14年16月23日受理)

AHistoricalStudyontheSurvivorsTpensionSchemeinJapan

MasayukiSkaguchi

GTaduateSchoolofHumanL)'LTeSc)'ence,0占akaCL'tyUnL'veTSL'tY

Summary

Mostmodernpublicpensionschemesprovideold-agebenefit,disabihtybenefit.andsurvivors-bene五t･Theearly

schemesinJapanhadnoprovisionforthesurvivorsundlthe1910swhentheJapanNadon叫RailwaysMutualAid

Associationfirstintroducedthesurvivorslump-sumdeathbenefit.Butitsoriginalpurposewastorefundcontributions
I

bytheinsuredtotheirsurvivorsratherthantomaintainthem.In1942.theEmployeespensionSchemeformaliseda

systemwhichaimedtoprovidebenefitasahinheritanceright. ･
I

However,theseschemeswerei.nsufficienttomaintainyoungsurvivors.TheEmployeespensionSchemesbeganto

provideanewwidowspension.besidepreviousprovision丘)rthesurvivors.a洗ertheSecondWorldWar.･Thenew

bene五tcanbeseenasasocialauowancebecauseitisfundedbypay-as-you-goprinciplewithaless･stricteligibuitytest

Thesetwotypesofprovisionswereintegratedintoanewsurvivors'benefltthrough themajorpensionreform

in1954.Sincethen,thelevelofsurvivorsbenefithasjustbeenupgradedwithoutamajorAchangeonitsentitlement
●

ruleswhiletheold-agebenefitrequlreS20-yearcontributionrecordtoqualify.Itisunfortunatethatmanypeoplefail

torecognisethedifferencesinhistoriCalbackgroundsandfinancingmethodsbetweenthesurvivorsbenefitandthe

othertypesofpublicpensionschemessuchastheold-agebenefits.Itisessentialtonotethattherearetwodifferent

typesofthebereavedfamiliestowhomthepublicpensionschemeshavetoprovidesurvivors'benefits.

ThispaperfocusesonthehistoricaldevelopmentsoftheJapanesesurvivorsTpensionschemesforthelast

hundredyears.examiningitsoriginalaimsandfunctions.Also,Ihopethispaperwillcontributetocurrentdebates

onpublicpensionrefわrm.

Keywords:厚生年金 Employees'pensL'on血suzTanCeScheme,国民年金 NatJ'onalBasL'cpensl'onScheme,

老齢年金 .old-agePensL'onBeneGt,遺族年金 SurvL'voLTS'pensL'onBeneGt,
寡婦年金 WJ'ndow'spensionBeneGt,社会手当 Socl'dallowance
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Ⅰ はじめに

一般に､公的年金制度は稼得能力の長期的な喪失に対

する所得保障制度である｡老齢による稼得能力の喪失に

は老齢年金が､障害による場合には障害年金が､生計維

持者の死亡には遺族年金が､それぞれ設けられる｡ところ

が､老齢 (長命)､障害､生計維持者の死亡はいずれも事故

として捉えることが可能で､保険の対象とすることがで

きるが､それらはかなり異なった性格を有している｡老

齢 ･長命は大多数の人々に関係し､ある程度予測が可能で

事前に準備を行うことができる｡しかし､障害､生計維持

者の死亡の発生は希であるが､個人的には発生の予測が困

難で個別の準備や対応は困難である｡そのような理由に

より､これらの事故はすべて初めから公的年金制度に組み

込まれていた訳ではなく､一定の歴史や経過を経て導入さ

れ､また社会､経済情勢に対応して変遷を遂げてきた｡

本稿は､遺族年金に焦点を合わせて､その形成と発展､

変容の過程を明らかにすることを課題とする｡ただ､現

在遺族年金が抱える問題状況を直接細かに考察すること

は本稿の課題の外におき､次稿における課題としたい｡

その意味で､本稿は基本的には歴史的研究である｡

本稿甲問題意識を明らかにしておこう.遺族年金は公

的年金の一領域を構成するが､年金受給者または被保険

者が死亡したときに､その者が生計を維持していた遺族

(主に配偶者や子)に稼得能力がない場合に､その遺族

の生活を保障するためにに支払われる｡ところが､本体

の公的年金 (老齢年金)給付は一定の拠出 ･積立を前提

にしているので､遺族年金は短期加入者であっても生活

保障の観点から一定水準の最低保障を行う仕組みを必要

とする｡また､過剰給付にならないように､併給などの

調整を必要とする｡そのために､遺族年金において拠出

と給付の対応関係は希薄になり､給付水準の引き上げと

ともに不公平論が現れるようになる｡後述の ｢女性と年

金検討委員会｣報告 (2001年12月)が遺族年金を検討課

題の1つとする所以である｡

この遺族年金の不公平論が妥当かどうかは今後の検討

に譲りたいが､このような議論のなかで､1)老齢年金受

給者の死亡と2)若年被保険者の死亡による2つの遺族年

金の相違が等閑視されているようである｡前者は一定以

上の拠出 ･積立を前操にし､後者は拠出期間に関係せず､

両者の財源の調達方法､原理が異なっている｡そのよう

な相違を区別せず､一般的に遺族年金の問題点を同列に

議論しても生産的な結論を得ることは困難であろう｡そ

れらの相違は､現行制度だけを分析しても明らかになら

ないが､遺族年金の歴史 ･沿革を紐解けば明白になって

くることである｡

したがって､本稿の主題は､わが国の遺族年金制度の

形成･発展･改編の過程を歴史的に跡付け､遺族年金の目

的と機能の変化の過程を解明しながら､今日的特徴と課

題を提示することである｡そして､その解明の視点･焦点

は､若年寡婦および高齢寡婦に対する2つの遺族年金の

形成､展開に当て､その特質を考察することに置かれる｡

しかし､ここで予め断っておきたいことは､筆者は遺

族年金の公平 ･不公平論に一定の決着を与えたいという

問題意識をもつが､本稿で直ちに筆者の立場や見解を予

め明らかにすることは避けたいという点である｡勿論､

本稿の歴史的分析により一定の方向が自ずと見えて来る

が､しかし遺族年金の改革を一般的に論じることにはむ

しろ大きな問題点があると考える｡改革案の捷示は多方

面からの用意周到な考察とシュミレーションが必要であ

り､本稿では敢えて筆者の立場 ･見解を提示することに

は慎重にしたい｡

そこで､本稿の構成について要約するならば､まず､

厚生年金が誕生する以前の遺族-の生活保障制度の思想

とシステムの形成過程をみ､ついで厚生年金における遺

族年金の原形の形成過程を整理し､遺族年金と寡婦 ･遺

児年金の2つの遺族年金創設の経過を跡づける｡そして､

経済成長期前夜に厚生年金が再編成されたときに､2つ

の遺族年金が統合され､給付水準の改善も図られるが､

そのときの問題意識と矛盾の拡大について明らかにす

る｡その後､遺族年金の構成は､基礎年金体制に再編成

されるなかで大きく再構成されるが､その意義と課題に

ついて論じる｡そして､最後に一応の総括として､現在

提起されている遺族年金の主要問題について論点を整理

し､改革案のための準備的考察を行う｡

Ⅰ 遺族年金前史

1 恩給と国鉄共済組合

公的年金制度の沿革を紐解けば恩給制度まで遡ること

ができるが､恩給制度の歴史も多様である｡この多様な

恩給制度を統一したのが､1923年 ｢恩給法｣である｡恩
給法は､文官､軍人､教育職員及警察監獄職月並待遇職

員などの公藤貝を対象とし､毎月俸給の2% (軍人は

1%)を納付し､一定期間 (一般文官は17年)の在職後

に死亡または退職すれば､退職前 1年の俸給年額の3分

の1を基本とする恩給と､恩給受給者が死亡した場合は

遺族にその半額の扶助料を支給するものである1)0

それとは別に､恩給法の適用を受けない官営工場の現

業従業員には官業共済組合が用意され､1906年に ｢鉄道

国有法｣が成立すると､それをうけて設立された帝国鉄

道庁職員救済組合 (1907年)をもって噂矢とする2)0

王
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当時の国鉄共済組合の給付は｢傷痩保険｣､｢死亡および

老衰保険｣の2種類で､前者は業務上の災害に対する事

業主補償であり､しかも給付形態は年金制度ではなく一

時金制度であった｡後者は業務外の死亡あるいは退職へ

の給付であり､上れも年金ではなく一時金であった｡こ

のうち､死亡救済金は遺族に対する給付であったが､一

種の生命保険であり､遺族年金という形をとらなかった｡

その後1918年に､制度の改編により鉄道院共済組合と

改称され､それと共に､鉄道院共済組合規則が施行され､

給付制度も改められた｡このとき､業務上の災害により

終身間日用を弁じることが出来ない重度の障害者に対し

て選択制の公傷年金制度が初めて導入された3)0

2 国鉄共済組合の発展と年金給付

第1次世界大戦による戟需ブームは労働組合運動を高

揚させ､それに対応して政府はすべての官業共済組合の

現業員に年金制度を実施する方針を固め､これをうけ､

鉄道院共済組合規則が全面的に改正された (1920年4月

実施)0

それによれば､給付の種類は1)公傷給付､2)廃疾給付､

3)疾病給付､4)退職給付､5)遺族給付､6)災厄給付の6

種にのぼり､多彩化するとともに､･給付方法として年金

制が新設された4)｡

そのうち主な給付内容についてみると､｢公傷給付｣

は､業務上の死亡への給付を後述の遺族給付に編入し､

公傷の重度障害に対して終身年金を給付するもので､障

害年金としての性格をより明確にするものである｡｢廃疾

給付｣は業務外の傷病による廃疾に対するもので､重度

への終身の廃疾年金と一時金とがある｡｢退職給付｣は､

退職年金､退職定期年金､退職一時金の3種に分かれる

が､退職年金は加入20年以上で40歳以上で退職した場合

に支給される終身年金で､給料の･4カ月分を基本とし､

以後加入 1年ごとに給料年額の 100分の 1を加算する｡

後の船員保険や労働者年金保険の養老年金の原形をみる

ことができる｡また､加入期間が短い場合に退職定期年

金と一時金が支払われる｡｢遺族給付｣は遺族年金､遺族

一時金､葬祭金からなるが､遺族年金は公傷による死亡

に対する遺族への終身年金 (給料3から4カ月)で､遺

族一時金は職務外の原因 (私傷病)による死亡に対して

遺族に給料の一定割合が支給される場合と､公傷､廃疾､

退職の各年金受給者が受給後間もなく ｢短命死亡｣した

とき､公傷年金甲5年分またはその他の年金の3年分か

ら既給額を控除した残額を一時金で支払う.場合とがある｡

その後も､物価水準の騰貴に伴って給付水準は引き上

げられ､年金給付についても一般に改善が重ねられた｡

1923年の恩給法の施行に伴い､共済組合の退職年金の増

(3)
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額が図られ､また退職年金者の短命死亡による遺族一時

金についても､退職時の年齢 (40歳以上)により改善が

なされた5)0

しかし､その後若干の改正を経て､昭和の時代に入る

と､経済不況は共済組合の財政に暗影を投げかけ､大幅

な欠損を出すに至った｡それに対応して､基礎率を見直

し､1932年12月に組合規則の改定し､保険料を引き上げ

るとともに､･給付の節減を図ったので､昭和期には共済

組合の大きな変化と発展は見られなかった｡

3 年金給付における遺族給付の位置づけ

以上概観したように､国鉄共済組合は､労働者年金保

険法よりも先駆けて､1920年には早くも老齢年金の原形

を形成していたといえる｡それはスライド規定をもたな

かったが､退職時の給料をベースにその3分の1を基本

年金とし､加入年数に応じて増額する給付体系をとって

いた｡しかし､遺族給付については､業務上に起因する

救済を中心にしており､重度の障害に対しては終身の公

傷年金を設け､業務上の死亡の場合は終身の遺族年金が

あった｡公務による傷病死には､その遺族に対する補償

あるいは生活保障は制度化されていたのである｡しかし､

業務外の死亡の場合には十分な給付はなく､遺族一時金

にとどまっていた｡それは､給料の一定割合の一時金も

しくは受給後の短命死亡に対する未受給金を払い戻すも

のであった｡後者の遺族一時金は､遺族の生活保障を目

的とするというよりは､掛け金額に見合う給付額の支払

い保証を目的とするものであり､初期の遺族給付に採用

された機能である｡

このように､遺族給付には年金七一時金とがあったが､

当時の官業共済組合の1.1のうち､年金制度を実施してい

たのは次の8組合で､その内容は不明であるが､遺族年

金を有するのは4組合であった｡

年金制度を実施する官業共済組合

共済組合名 実施年度 年金の種類

国有鉄道 1920年 公傷､遺族､廃疾､退職

逓倍 1920年 公傷､退職

内閣印刷局 1921年 公傷､遺族､廃疾､勤労

海軍 1921年 公傷､脱退

造幣局 1923年 公傷､遺族､脱退

土木事業 1923年 公傷､遺族､脱退

専売局 1926年 公傷､退職

*近藤文二 『社会保険』､東洋書館､1948年､p266｡
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これによれば､遺族年金の内容は分からないが､恐ら

くは国鉄共済組合と同様に業務上の傷病による死亡に対

する遺族への給付であろう｡ この表では､遺族一時金の

取り扱いも分からないが､業務外の傷病による死亡への

遺族給付はこの時期には未だ発達を遂げていなかったと

思われる｡

4民間共済組合と遺族年金

民間共済組合の噂矢は1905年6月に創設された鐘紡共

済組合である｡創立当時の目的は､｢本組合は組合点の

病災に握りたるものを救済し､または老衰および負傷の

為め､労働に堪えざるもの､或は規定の勤続年数に達し

たる者に年金を給与するを以て目的とす｣(定款第2粂)

とうたわれているように､1)病気の救済､2)負傷の救済､

3)死亡の救済､4)年金の4つの給付を行うものである6)0

その後､鐘紡共済組合の定款は1918年1月に改定し､

その目的を ｢本組合は組合員にして疾病､負傷､妊娠に

より労働能力を減少又は喪失したる者若くは死亡者の遺

族に対して救済をなすを以て目的とす｣(定款第2粂)

と変更した｡先の目的から年金が抜け落ちている｡ しか

しながら､年金については別に全 6ヵ条の ｢従業員年金

給与規定｣を設けており､これにより年金制度の概要を

把握できる7)0

両者の年金規定には相違があるが､｢従業員年金給与

規定｣についてみると､第1条で､1)規定の勤続年限に

達した者､2)業務上の傷病を受けた著､3)病傷老衰のた

めに従来の労務に堪えられず退職した者に対して､年金

を給与することを規定する｡

第1の年金は､男子で7年､女子で3年以上勤続した

者に対して在社中にかぎり給料の5%に相当する年金を

支給するもので､いわば勤続給または勤続手当である｡

第2の年金は業務上の傷病に対する給付で､別に定めた

｢職工扶助規則｣の適用を受けない場合に､在社中に限

り､負傷または雁病当時の給料の7%に相当する年金を

支給するもので､労働能力減退による減収の補償手当で

ある｡第3の年金は､男子で15年､女子で10年以上勤続

し退職したときは退社後15年間の限りにおいて､また男

子で10年､女子で5年以上勤続し傷病または老衰により

労働不能となり退職したときは退社後5-10年の範囲に

おいて､在社中に受給していた年金と同額の年金を有期

に支給し､さらに受給期間中に本人が死亡した場合には

死後 1カ年分の年金額を限度として遺族に弔慰料として

支給するものである｡

このようにみると､鐘紡共済組合の年金制度は､今日

の老齢年金とはかなり異なり､また遺族の生活保障も制

度化されていないことがわかる｡他社の民間共済組合も

(4)

同様であろう｡昭和の初めに行った協調会の調査におい

ても､給付の項目-8日こあげるのは､療養､傷病､分娩､

廃疾､死亡､災害､脱退､その他の8つで､年金給付の

項目はなく､廃疾給付､脱退給付で年金形式が見られる

が､官業共済組合を別にすれば､民間共済組合ではほと

んどみられない｡

Ⅱ 戦前の公的年金制度における遺族年金
1 船員保険法

船員保険法は､1939年3月に成立し､1940年6月に実

施されたが､｢労働者年金保険のまさに先駆的制度9)｣
であった｡この時期には､すでに日本は準戦時体制下に

あり､優秀な船員を確保するために､船員に対する生活

保障を必要とし､医療保障と老後の生活安定を図る必要

があったからである｡

船員保堺は船員と船舶職員を対象に医療保険給付と年

金給付を行う制度であるが､年金給付としては養老年金､

廃疾年金 ･手当金､死亡手当金および脱退手当金､遺族

手当金を有した｡意外なことに遺族年金はなかったので

ある｡

まず､養老年金であるが､加入期間15年以上の被保険

者が50歳を超えて退職した時 (または退職後50歳に適し

た時)､全被保険者期間の平均標準報酬年額の 100分の

25(月額の3カ月分)を基本とし､さらに被保険者期間

(最高40年まで)が15年を超える1年につき同上年額の

100分の1を加算した額 (したがって最高は40年加入で

100分の50となる)を､終身にわたって支給さやる｡

つぎに､加入期間3年以上の被保険者が傷病の結果一

定の障害に陥った場合に､養老年金と同額の終身の廃疾

年金または廃疾手当金 (一時金)が支給され､また3年

以上で15年未満の被保険者が退職または死亡した場合

に､保険料の払戻し相当額の脱退手当金および死亡手当

金が支給された｡

さて､遺族手当金は､上記の養老年金受給者が死亡し

た場合かまたは受給権者が支給開始以前に死亡した時､

年金5年分との差額または年金5年分を一時金として遺

族に支給するものである｡それは､遺族の生活保障を目

的とするものではなく､払い込んだ保険料およびその利

子を払い戻す意味をもち､脱退 ･死亡手当金と同じ性格

の給付であった｡

このように､船員保険では､本稿の主題である遺族年

金は未だ制度化されず､遺族手当金が設けられたにすぎ

ず､その水準も低く､｢遺族救済としては未だ不十分な

ものであって､葬祭費を償うに足る10)｣ 程度にすぎな

かった｡
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2 労働者年金保険法

船員保険法の成立後､厚生省は､直ちに厚生年金保険

法の前身である労働者年金保険制度の立案に着手し､

1940年10月に労働者年金保険法案要綱を仕上げ､1941年

3月に制定し､1942年6月より全面実施した｡

制度の創設は戦争との関係が深く､被保険者は健康保

険法が適用される10人以上の工場､事業場に雇用される

男子労働者で日本国民11)に限られていた｡

さて､給付には､養老年金､廃疾年金及廃疾手当金

(今日では障害年金とよばれるが､当時の用語を用し､る)､

脱退手当金のほかに新たに遺族年金が設けられた｡

まず､給付の内容について簡単にみておこう｡

1)養老年金

養老年金は､加入期間が20年 (坑内夫は15年)以上の被

保険者が､55歳 (坑内夫は50歳)に達して退職するかまた

は退職後55歳 (同上)に適したときに支給される｡一般

被保険者の給付体系は報酬比例制のみで構成され､全被

保険者期間の平均標準報酬年額の100分の25に相当する年

金に加えて､加入期間が20年を超える1年を増すごとに

つき全期間の平均標準報酬年額の100分の1に相当する年

場または事業場で10年以上引き続き被保険者であった場

合は10年ごとに上記の平均標準報酬年額の100分の1を金

額を加算し､これらの合計年金額 (ただし最高は1(氾分の

50である)を終身にわたり支給するものである｡

2)廃疾年金 ･廃疾手当金

概ね船員保険と同様であるが､過去5年間に3年以上

被保険者であった者が終身労務に服することができない

程度の廃疾者となった時に､養老年金と同様に計算した

金額を廃疾年金として終身にわたり給付する｡ま.た､従

来の労務に服せない場合には､廃疾手当金が支給される｡

3)脱退手当金

被保険者期間が3年以上所で20年未満 (坑内夫は15年

未満)の被保険者が退職したり死亡した場合は､被保険

者期間の平均標準報酬日額 (月額の3()分の1)の40日分

から300日分の範囲内で､脱退手当金が支払われる12)0

この脱退手当金の存在は注12)の批判にみられるよう

に､労働者年金保険が公的年金でありながら､個人保険

的積立年金であることを濃厚に示す一面であり､加入者

の生活保障という目的を希薄にするものであった｡

4)遺族年金

遺族年金は､労働者年金保険法で新しい展開を見せた｡

すなわち､被保険者期間が原則20年以上の加入者が死亡

した場合に､その遺族13)に､養老年金または廃疾年金額

の2分の1に相当する遺族年金を､有期ではあるが10年

(5)
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間にわたって支給するものとして登場する｡つまり､こ

の遺族年金は､受給資格要件が被保険者期間を20年とす

るから､被保険者が扶養する家族または遺族の生活の保

障を図るというよりは､原則として受給者または受給者

権者の死亡を保険事故とし､その遺族に積立金の範囲内

で支給するものであるといえる｡

このように､遺族年金は個人貯蓄的性格をもつので､

遺族年金または廃疾年金の受給者が死亡などにより受給

権を喪失した場合には､後順位者に転給され､合算して

10年以内においてさらに遺族年金が支給される｡転給者

がいないときは､それまでに合算した年金受給額と養老

年金または廃疾年金の5年分との差額があれば､もとの

被保険者であった遺族に遺族一時金として支給される｡

では､この遺族年金はどのように評価されるであろう

か｡

当時の要綱案に対する趣旨説明14)では､財源の関係や

恩給法の遺族扶助料との調整を図るためであると説明さ

れ､10年という有期年金は､財源の関係と配偶者の再婚

を阻害しないという理由があげられている｡したがって､

この説明によれば､当時の厚生年金の財政方式が完全積

立方式であったこともあって､給付は積立金を前操とし

なければならず､遺族年金は積立期間の完了者に対して

その受給権の一定の保障を行うことを意図したと考えら

れる｡もちろん､保険制度であるから､死亡すれば本人

の生計費は必要でなくなり､受給権は消滅し､他の長命

の受給者に引き継がれ､それが保険である所以でもある

が､当時の年金制度は世帯主義で構成され､華老年金額

は夫婦2人分に相当するものとされ､したがって､夫の

死亡により2分の1を減じ､妻に残りの2分の1を維持

するというのが遺族年金の趣旨であった､と推測される｡

遺族年金に対する批判は制度創設当時からすでにみら

れ､近藤文二は ｢遺族年金の貧困15)｣､｢わが国の遺族年

金は養老年金の-変形に外ならない16｣ と厳しく指摘し

ている｡

近藤は､労働者年金保険において中心をなすのは養老

年金であり､遺族年金は ｢付随的年金｣であったと批判

し､論点を ｢遺族年金の資格期間を廃疾年金のそれと同

一に取り扱っているのは外国の例と比べて甚だしい遜色

があるといわねばならぬ､のみならず､わが国の遺族年

金の不完全さは､さらにその支給期間や年金の額におい

て見られる17)｣､と3点に集約する｡

資格期間の長さについては､制度創設に関わった当時

の年金保険課長の花滞武夫ですら､｢やや範囲狭さ感が

あり､理論上より考えれば､被保険者の保護を徹底する

為には､この資格期間をもっと短縮し､5年または10年
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程度に.した方がよいと思われるが､- 18リ､と当局者の

苦衷を明らかにしているように､近藤の指摘は当をえた

批判であろう｡

また､支給期間については､10年というように機械的

に一律に定めるめではなく､ドイツを例にしながら､寡

婦年金では自身で生計を立てることができない場合や老

齢の場合には期間に期限を定めず終身支給し､遺児年金

では､自身で生計を維持できないという条件が続くかぎ

りにおいて､一定の年齢や修学年限まで支給することが

必要であると主張する19)0

さらに､遺族年金額については､一律に養老年金 ･廃

疾年金の2分の1としたのは外国に比べても低く､遺族

の人数を考慮して､子女の琴による逓増年金制の採用を

提起する20)｡そして､｢これら遺族年金が不徹底 ･不十
分になった理由の一つは財源の関係であり､いま一つは

船員保険との均衡上からである｡--今日の段階におい

ては､多少の保険料の引上を断行しても､一時も早くそ

の改善を望んでやまない21リ､｢もし保険料の引上が事実

不可能であるというのならば､脱退手当金に支給すべき

部分をこの方向に振向けたとしても決して不都合はある

まい22)｣と提案したのであった｡

3 厚生年金保険法への改編

以上′の問題点は､名称を変更した厚生年金保険法

(1944年2月改正､10月全面的実施)にも引き継がれ､

このときの改正で遺族年金の改善も図られたが､根本的

な変更はなされなかった｡

さて､改正点の要点は､第1には､適用範囲の拡大で

ある｡つまり､従来は対象外であった職員と女子にまで

拡大し､また適用事業所を5-9人の事業所にも拡大し

たのであった｡第2は給付水準の改善であり､養老年金

の給付率を引き上げた｡

すなわち､養老年金の受給資格年数は一般労働者で20

年と変わらないが23)､年金年額は20年加入で全被保険者

期間の平均標準報酬月額をベースとして3カ月分から4

カ月分に引き上げた｡これは､標準報酬年額をベースに

した場合､ 100分の25から 100分の33.3に引き上げたこ

とを意味する｡さらに､20年を超える1年ごとの積み上

げ分や勤続加算も若干引き上げ､最高限度である平均標

準報酬年額の 100分の50という制限条項を撤廃したの

で､40年加入を想定した養老年金年額は平均標準報酬年■

額の 100分の63余りとなった｡

つぎに､廃疾年金 ･廃疾手当金は障害年金 ･障害手当

金と名称を変更するとともに､業務上と業務外とに区別

し､業務上によるものは3年以上の被保険者期間の資格

制限を撤廃し､給付水準を増額した｡業務外は資格期間

を従来通り3年以上としたが､給付水準を旧法の3カ月

分から4カ月分に引き上げた｡障害手当金についても､

業務上と業務外に分け､改善を図った｡

また､遺族年金についても改善をはかった｡

まずは､対象とする死亡の原因に関してであるが､保

険事故である死亡を業務上のものと業務外のものに分

け､業務上に関▲する死亡については被保険者期間を問わ

ないが､業務外の場合は旧法と同様に被保険者期間が20

年以上であることを求めたのである｡

それに応じて､遺族年金の給付水準も､業務に関係す

る場合の改善をはかった｡新厚生年金の遺族年金 (業務

外)の給付水準は､基本的には養老年金または廃疾年金

の2分の1と規定する｡しかし､被保険者または被保険

者であった者が業務上の事由により勅令の定むる期間内

に死亡したときは､平均標準報酬月額の5カ月分に相当

する年金年額のほかに､被保険者期間が20年以上の者へ

の加算と勤続加算は養老年金と同様に行うとされた｡ま

た､業務上の廃疾年金の受給者が業務外の事由で死亡し

たときは､基本額は平均標準報酬月額の 2.5カ月分に相

当する年金額とされた｡

このように､業務上の事由による死亡に対する遺族年

金には改善がみられたが､しかし､このような改善は

｢雇主の業務上の災害扶助の責任を保険のなかに取入れ

ただけのことであって､--これを機会に､従来､工場

法､鉱業法に定められていた事業主の扶助は一切､健康

保険法及び厚生年金保険法によって取扱われることにな

り､--･この改訂は､労働者が保険の一部を負担する社

会保険において行われたということをわれわれは忘れて

はならぬ24)｣､と近藤が批判するように､画期的な改善

であるとはいえないであろう｡

この他､遺族年金を受給すべき遺族の範囲内に子 (遺

族年金を受給する子は除く)がいる場合には子女割増金

を加給するすることにしたが､その加算額は平均標準報

酬年額ベースで3%にも満たず､形式が整えられただけ

の改善である｡

また､遺族一時金も若干の改善が行われた｡

以上のように､給付内容は確かに形式的にせよなにが

しかの改善がはかられたにもかかわらず､保険料率は大

幅に引き上げられた｡すなわち､一般被保険者は男女に

かかわらず11%に､坑内夫はユ5%に引き上げられたので

あった｡

Ⅳ 第2次世界大戦後の遺族年金制度の再構成

1 厚生年金の休眠化と遺児年金 ･寡婦年金の創設

第2次世界大戦後の急速なインフレは貨幣価値を激減

(6)
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させ､厚生年金も大改革を必要としたが､1947年に労働

者災害補償保険法が創設され､1947年4月に法改正を行

い､業務上の災害による労働災害関係の給付を移管した

ので､養老年金 (そして遺族年金)の発生は将来のこと

であり､障害年金と脱退手当金の給付改善が当面の問題

となった｡

それに伴い､保険料率を､1947年9月より､一般男子

9.4%､一般女子は 6.8%､坑内夫は12.6%にそれぞれ引

き下げ､標準報酬の上限を600円に据え置いた｡

このように､厚生年金保険はいわば ｢冬眠状態｣にお

かれたわけであるが､∫それでも残された機能を活性化さ

せ､厚生年金保険制度の存続を図りつつ､同時に労働者

の負担を軽減するという､三つの課題に迫られたのであ

った｡それはまた､当時のGHQの方針でもあり25㌧ 厚

生省内部でも議論が重ねられた｡

その結果､標準報酬の上限を健康保険と同様に引き上

げるが(300-8100円の27等級)､これによる保険料の増

加をさけるために26)､応急措置として､保険料率を引き

下げ､坑内夫は暫定 3.5% (恒常12.3%)､一般男子は

3.0% (9.4%)､一般女子は 3.0% (5.5%)としたので

あった｡それに対応して､当面は受給者がでない養老年

金の給付水準を凍結するが､暫定期間中の標準報酬月額

を最低の 300円に固定して平均標準報酬額を計算するこ

とによって､20年加入で養老年金年額は1200円となると

みなすことができたわけである｡これにより､厚生年金

保険制度は冬眠状態から仮死状態にまで活動を低めたの

であった｡

ところが､このような厚生年金のいわば機能停止 ･不

活性化は国民生活の不安定を増幅する恐れがあった｡つ

まり､養老年金の凍結によって障害年金や遺族年金も同

様に低水準に凍結されることは避けられないからであ

る｡

そこで､実は比較的に早い時期から改善が図られたの

は障害年金である｡

まず､障害年金からみると､従前の資格期間は､業務

外の事由による障害の場合には障害の直前の5年間に3

年以上の被保険者期間を必要としたのを､1947年4月の

改正で､障害発生前に6カ月以上の被保険者期間に短縮

した｡さらに､給付算定基礎の平均標準報酬についても､

全期間の報酬月額を対象とすることから直前 3カ月分の

平均に短縮し27)∴支給額も1級の障害で最後 3カ月の平

均標準報酬の5カ月分とし､2級は4カ月分とし､2級

制に変更した｡

それに引き続き､本格的に遺族に対する年金の改善が

取り上げられた｡従前の遺族年金では､業務外の事由に

(7)
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よって死亡したときは､被保険者期間が6カ月以上20年

未満であった場合には､30- 660日分の脱退手当金だけ

であった｡しかし､この時は､従来の遺族年金の直接的

な改革を図るのではなく､労働者の実生活を支え､貨幣

価値の急落による損失を防ぎ､価値の蓄積を避け､殆ん

ど同時的な給付が望ましいとされた｡それに対応して､

保険局はつぎのような基本方針を定めた28)0

a)被保険者の死亡に対し､即座に遺族を嘩障するた

め､寡婦､鉄夫 (かん夫)年金と遺児年金を新たに設け

ること

b)保険給付の額は､従来は戦時中の低い報酬と最近

の高い報酬とを平均して計算 していたが､当分は最近の

高い報酬のみによって計算すること

そのような考え方の延長上に､被保険者期間6カ月以

上の者の在職中の傷病により死亡した場合にも､その遺

族 (配偶者または子)に年金を給付する案が生まれ､そ

れは従来の遺族年金とは別に寡婦年金､鉄夫 (かん夫)

年金あるいは遺児年金が構想され､改正法案は1948年7

月に可決され､8月から実施された｡

創設された制度の概要は､以下の通りであった29)0

(1)寡婦 ･かん夫 ･遺児年金が支給されるための条件

1) 被保険者期間が 6カ月以上20年未満の被保険者ま

たは被保険者であった者が､在職中に死亡したとき､

または在職中の虜病が原因で退職後 2年以内に死亡

したとき

2) 重度の障害年金を受ける権利のある者が死亡した

とき

(2)年金を受給でさる者の範囲

故人の死亡当時その者によって生計を維持されていた

配偶者または子であって､かつ故人が死亡した当時に次

のいずれかに該当する者

1) 満50歳以上の寡婦

2) 満50歳未満であるが､満16歳未満 (障害者は年齢

制限なし)の子のいる寡婦

3) ■満55歳以上の鉄夫 (かん夫)

4) 満16歳未満の子

5) 障害のため労働能力ゐない配偶者または子

･6) 胎児のみいる50歳未満の寡婦で胎児を出産した寡

婦

(3)年金を受ける者の順序

1) まず､故人の配偶者に寡婦年金またはかん夫年金

が支給される

2) 配偶者が既になく遺児のみいる場合にはその子に

遺児年金が支給される
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3) 寡婦またはかん夫年金を受ける配偶者が受給権を

失ったとき､遺児年金を受けることのできる子があ

れば､その子に遺児年金が支給される

(4)年金の額

1)寡婦年金 ･かん夫年金の額

イ基本額 :被保険者または被保険者であった者また

は障害年金の支給を受ける者の平均標準報酬月額

の 2カ月分を原則とするが､ただし､当分の尚

(暫定期間中)は､①被保険者または被保険者で

あった者が死亡した場合には､a.死亡の原因の傷

病の発生の月前3カ月､またはb.被保険者の資格

を喪失した月前 3カ月間の平均標準報酬月額の2

カ月分とのいずれか多い額とし､②障害年金の受

給者が死亡した場合には､障害年金の計算の基礎

となった平均標垂報酬月額の2カ月分

口子女加給金 (寡婦のみに加算) :寡婦年金受斡者

に､遺児年金の受給資格のある子がいるときは､

子1人につき年額2400円づ?加算する

2)遺児年金の額 .

イ基本額 :寡婦 ･かん夫年金の基本額と同様の計算

による金額

口遺児割増金 :遺児年金を受給する子が2人以上い

る-ときは､1人を除いて子 1人につき年額2400円

を支給する

まとめ

このように､寡婦 ･遺児年金の支給対象は遺族年金よ

りも狭く､50歳以上の寡婦､55歳以上のかん夫､16歳未

満の子のある寡婦､16歳未満の子､障害のある配偶者ま

たは子であった｡この寡婦 ･遺児年金額の計算は遺族年

金と同様に､養老年金の2分の1であったが､しかしそ

の際､当分の間は暫定的に直近の3カ月の平均標準報酬

を基準としたので､標準報酬月額の上限を8100円に引き

上げたことに伴い､寡婦 ･遺児年金 (および障害年金)

は過去の低い標準報酬の影響を免れることができた｡

したがって､この寡婦年金は本来の老齢年金 (あるい

は遺族年金)とは仕組みの異なる給付である｡積立方式

の老齢年金や遺族年金は一定の拠出要件を伴い､資格期

間が不足する場合には受給資格を付与しない｡また､年

金保険は生存保険であるから､被保険者または受給者の

死亡によりその後の受給権は消滅させるのが普通であ

る｡そうすることにより､長命というリスクを分散させ

る保険システムである｡ただ､老齢年金の給付体系 ･水

準を夫婦単位で設定している場合には､受給権者の死亡

にかかわらず配偶者が存命中はその受給権は継続される

という意味で､遺族年金は積立保険方式の下でも組み込

みが可能であり､その場合には拠出要件を満たし､.積み

立てを完了していなければならない｡

しかし､短期間の加入者の死亡に対する寡婦 ･遺児年

金は基本的には死亡保険 ･生命保険であり､たとえ1月

の拠出でも契約した保険金は支払われ､積立方式の年金

保険とは異質の保険である｡もちろん､雨保険を融合さ

せた保険もありうるが､保険の数理計算はそれぞれ行わ

れなければならない｡寡婦年金を組み込めば､その分保

険料を引き上げなければならない｡

ところが､当時は敗戦直後で生活困窮者が多く､その

うちとくに寡婦や遺児の生活保障を図る必要があった｡

しかし､その保険料を求めることは困難な状況であった

ので､寡婦年金は生存保険である老齢年金とは異質の保

険であるが､厚生年金保険のなかに応急的に滑り込ませ

るより他はなかったといえる｡さもなければ､寡婦や遺

児の所得保障は生活保護制度に委ねなければならなかっ

たであろう｡

2 厚生年金保険の再建と過族年金 ･寡婦年金の統合

｢仮死｣状態に陥れられた厚生年金保険法は､1954年

に全文を書き換える大改正を行った｡それは坑内夫に対

する養老年金が特例措置により1953年12月に支給開始を

迎え､たが､当時の計算では年額1200円l(月額 100円)と

いう低い水準に凍結されていたので､給付水準の大幅な

引き上げが必要であった｡

養老年金は老齢年金と名を改め､支給開始年齢を20年

かけて段階的に55歳から6b歳に引き上げるとともに､給

付体系も報酬比例制一本から定額制と報酬比例制の二本

建てに変更された｡すなわち､定額部分を文字通り2万

4000円 (月額2000円)とし､●報酬比例部分は全被保険者

期間の平均標準報酬月額に1000分の5の給付乗率を乗じ

て､さらに被保険者期間を乗じた額とし､これに加給年

金として配偶者または子 (ユ6歳未満または障害者)1人

につき4800円 (月額400円)を加算した｡

そのような大改正のなかで､遺族年金や寡婦年金など

はどのように改編されたのであろうか｡実は､老齢年金

そのものが大きな改革の論点の中心であった｡しかし､

その蔭にあって､社会保障制度の確立という視点で､遺

族年金､寡婦年金などの再編が図られたのであった｡

厚生省は1952年秋に改正のための検討に入り､｢参考

案｣(改正試案)を作成した｡そのなかで､遺族年金に

ついて､1)遺族年金と寡婦 ･かん夫 ･遺児年金を統一し

てはどうか､2)資格期間について､業務上のものは設け

ず､業務外は現行通りとすればどうか､3)遺族の範囲と

順位については､現行通りとするが､被保険者期間20年

未満は配偶者と子としてはどうか､4)年金額については､

(8)
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老齢年金の2分の1とし､増額金または扶養加算 (1人

月額 400円)を加給してはどうか､5)遺族一時金を廃止

してはどうか､などを論点として提起した｡遺族年金に

ついても､これらの参考案をめぐって､社会保険審議会

で審議し､事業主､被保険者および公益代表はそれぞれ.I

意見を公表した30)0

寡婦 ･かん夫 ･遺児年金に関する事業主側の意見とし■

ては､まず日本経営者団体連盟 (1952年11月)や関西経

営者協会 (同年10月)は､イ)寡婦年金などは遺族年金に

比べて優遇されすぎており､その均衡を図ること･､ロ)暫

定的に老齢年金の2分の1をめどに一律月額1000円定額

制とすること､ハ)子女加給金は余裕金の範囲内 (年額

250円)で実施すること､ニ)琴族一時金は廃止すること､

という意見を提起している｡

被保険者側においては､日本労働組合稔評議会 (11月)

や日本労働組合総同盟 (11月)は､イ)統一すること (総

同盟)､ロ)遺族年金は老齢年金と同額 (総評)､または3

分の2程度に引き上げ､扶養加算は一人月額 600円とす

業務外は現行通りとすること (同盟)､ホ)遺族の範囲と

順位は現行通りとし､被保険者期間20年未満の遺族は配

偶者､子､障害者とすること (同盟)､へ)遺族一時金の

廃止に反対する (総､同)､という意見であったが､被

保険者側も必ずしも意見はまだまとまっていなかった｡

公益側は､イ)遺族に関する給付の統一に賛成である､l

ロ)資格期間を業務上外に関係なく延長すること､ハ)遺族

の範囲について､20年未満の被保険者が死亡した場合に

は､配偶者または子がいないときに限り父母､孫または

祖父母とする (20年以上の被保険者の死亡の場合と同様

にする)､こ)年金額については老齢年金の2分の1に1

人当たり月 400円の扶養加算に賛成する､という意見で

あった｡

このように､審議会における三者の意見は一致したと

は言いがたい状況であったが､給付の統一については被

保険者および公益側は賛成し､事業主側は統一に反対し

なかったが､寡婦年金は優遇されており＼ 統一の基準と

することを警戒していた｡資格期間については､事業主

側は直接触れていないが寡婦年金に合わせることに警戒

を示しており､被保険者側は現行の寡婦年金に合わせ､

公益側は延長するということであったから､寡婦年金8,こ

合わせないということになる｡ つぎに､遺族の範囲 ･順

位については､事業主は特に意見を表明しなかったが､

被保険者側､公益側も配偶者と子を原則とすることで一

致していたといえる｡ さらに､給付水準については､

被保険者側は大幅な水準の引き上げを提起したが､公益

(9)
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側と事業主側は現行の老齢年金の2分の1を支持し､と

くに事業主側は老齢年金と同様に定額制を主張したが､

水準は2の~1程度であった｡なお､遺族一時金の廃止に

ついては事業主と被保険者とで賛否が分かれた｡

ともあれ､厚生年金保険制度大改革について全体の論

議がまとまらず､1953年は部分的な改革にとどめ､全面

改正は一時見送られた｡

･その後､厚生省は改正作業を進め､1953年12月によう

やく､｢改正法案要綱31)｣を決定した｡

その内容は､基本的には遺族年金と寡婦 ･かん夫 ･遺

児年金を統一することであるが､財源や他ゐ制度との整

合性を考慮するものであった｡つまり､保険事故は被保

険者または被保険者であらた者あるいは障害年金受給者

の死亡であり､受給者はその被扶養遺族であるが､遺族

年金および寡婦年金に付された異なる条件を統一し､簡

素化と効率化を図ろうとしたのである｡

そこで､まず受給資格について､イ)直前 5年間に被保ヽ

険者期間が 1年以上甲被保険者がa.在職中に死亡したと

き､b.在職中の傷病により初診日から3年以内に死亡し

たとき､ロ)障害年金 (1級または2級)受給者､ハ)老齢

年金の資格期間を満たした (20年以上または40歳以降に

15年以上の)被保険者が死亡したと.き､の3点に整理し

た｡

つぎに､受給できる遺族の範囲について､a原則的に

は上記の死亡者によって生計を維持されていた配偶者お

よび子として､さらに一定の条件を付け､イ)16歳未満ま

たは障害のある子をもつ妻､ロ)55歳以上の妻､ハ)夫の死

亡時に40歳以上の妻が55歳に達したとき､ニ)上記の子が

16歳に達した時に40歳以上の妻が55歳に適したとき､ホ)

60歳以上の夫､へ)16歳未満の子､ト)不具廃疾で労働能力

のない一配偶者または子､としたのであった｡しかし､b

上記の遺族 (寵偶者または子)がない場合に限り､生計

を維持した60歳以上の父母 (労働能力の･ない60歳未満の

父母)を加える土ととしたのである｡･

また､遺族年金の額については､改正された老齢年金

(定額と報酬比例額で構成)の額の2分の1とし､ただ

し被保険者期間が20年未満の被保険者については20年と
I

して計算し､加給金を子 1人につき年額4800円 (月額

400円)とする｡

その他､遺族一時金は廃止し､現行の既得権､期待権

を尊重し､従前の規定による年金額は従前の例も羊よるが､

最低年額を1万800円とする｡

土の改正案要綱について､社会保険審議会で修正意見

が提起された32)｣｡いくつか摘記すると､まず､遺族年金

と寡婦年金の統合問題について､被保険者代表委員から
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統合により給付内容が改悪されるので反対という意見が

あり､事業主代表委員からは賛成であるとの意見があっ

た｡つぎに､資格期間に関して､被保険者側から､被保

険者期間が5年に1年以上という原案に反対であり､6

カ月以上という現行制度にすべきだという意見があり､

事業主側からは5年に3年以上の被保険者期間に延長す

べきであるとの修正意見があった｡さらに､遺族の範囲

について､被保険者側から子の年齢を18歳未満に引き上

げるべきであるとの意見があり､事業主側より原則とし

て配偶者または子とし､これらの遺族がない場合に父母

を加える原案に賛成であるとの意見があった｡また､年

金額については､事業主側より､老齢年金額の半額には

賛成だが､定額にすべきであり､扶養加算は廃止すべき

であるとの意見があった｡

これらの審議と経過を経て､政府は1954年3月に改正

法案を閣議決定において最終確定し､国会に上程した｡

その内容はこの間の議論を盛り込んだものであったが､

つぎの点が付け加わっていた｡

それは､1)受給に必要な最低被保険者期間を死亡目前

5年間に被保険者実期間1年以上であったものを､旧法

通りに死亡日前6カ月以上にしたこと､2)遺族の範囲を

拡大し､原則は配偶者､子とするが､それがいない場合

には､父母だけでなく､孫と祖父母にまで及ぼすこと､

3)従前の規定による年金額は従前の例によるものとし､

その額が年額 1万 800円に満たない者はその額まで引き

上げ､最低保障を行うこと､4)また加給金も2400円から

4800円に増額すること､という点である33)0

衆議院で審議の結果､4月に与野党から修正案が共同

提案され､遺族年金の子 (蘇)の受給者資格年齢および

加給金の対象となる子の年齢を18歳未満に引き上げるこ

とと､最低保睡額を1万 800円から1万3800円に引き上

げるよう修正された34)｡また､参議院でも修正案が提出

されたが､それは認められず､結局政府案通り可決され

た｡ここに､遺族年金と寡婦年金などが統合された ｢新

遺族年金｣が再生されたわけである

まとめ

以上の点を総括すれば､新遺族年金のうち､被保険者

期間が6カ月以上20年未満の遺族年金は寡婦 ･遺児年金

の流れを汲むもので､新制度に属する年金である｡その

給付体系は､寡婦年金の最終の3カ月の標準報酬月額の

平均をベースにする点を受け継がず､新制度では全期間

平均の標準報酬を基礎とするが､給付月額は､定額2000

円の半額と報酬比例部分は被保険者期間を見なした額の

半分を支給するものであったから､この時点では定額制

の導入により､過去の標準報酬の減価をある程度補う仕

組みを内包していたといえる｡ 同じ給付はもちろん20年

以上加入の従来からの遺族年金にも適用され､給付の面

で旧遺族年金と寡婦 ･遺児年金の統一が図られたわけで

ある｡

ところが､寡婦 ･遺児年金は-被保険者期間が6カ月以

上であればよく､新遺族年金制度でもこれを継承して､

被保険者期間すなわち積立期間の短い者にも遺族の生活

保障という観点から､積立金 ･財源に関係なく一定額の

給付を保障したわけである｡ その意味で､この短期加入

の新遺族年金は､後の遺族基礎年金や障害基礎年金のよ

うに社会手当または社会扶助の系譜に属する所得保障で

あるといえる｡これに対して､20年以上加入の旧遺族年

金は一定の積み立てを前提とした給付であり､貯蓄とし

ての性格を残している｡ これらの差異はあまり論議され

ずに､2種類の遺族年金の統合が図られたと言ってよい｡

いま､1948年度から1953年度までの各年度末受給者 1

件あたりの給付金額をみると (『十年史』pp.822-3)､遺
族年金 (旧)は6707円から9677円まで推移しているが､

寡婦 ･かん夫年金は1万1464円から1万8279円と高い水

準を示し､遺児年金は8007円から1万3949円と旧遺族年

金よりも高い給付水準を示している｡それぞれの件数の

内訳は､1948年度から1951年度までしか今からないが､

遺族年金が 1万1204件から1万 991件へとむしろ減少し

ているのに対して､寡婦 ･かん夫年金は3394件から3万

7362件へと急増し､遺児年金も 178件から2449件へと高

い増加率を示している｡当然ながら､老齢年金はまだ本

格的に支給を開始せず､給付総額も少なく､準族年金の

占める割合は大きかった｡

それにもかかわらず､遺族年金のために相当の財源が

必要であったが､保険料を引き上げる必要があることは

誰も指摘しなかったし､保険料率は3%のまま当分据え

置かれた｡もちろん､段階保険料率により徐々に引き上

げられ､またこの時の改正で国庫負担が5%増額され一

般被保険者で15%に引き上げられたが､それらは遺族年

金の財源の不足を補うためになされたというのではな

く､むしろそれまでに暫定的に給付水準を凍結してきた

老齢年金の引き上げのためであった｡.そのように､財源

を準備しないで遺族年金を最低保障しようとすれば､老

齢年金のための保険料 ･積立金を遺族年金に流用するこ

とを容認するより他ないであろう｡そのためには､本来

は社会手当 ･社会扶助としての遺族年金制度を強調する

のは得策ではなく､報酬比例制の給付体系をとりながら

積立方式 ･保険方式の年金制度に未分化のまま位置づけ

たほうが､保険料を流用しやすいことになる｡

このようにして､再建した厚生年金保険は､臨時的､

(10)
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緊急的な遺族年金を､社会扶助的な性格を残存させなが

ら､保険給付のなかに取り込んだのであった｡

3 国民年金と母子年金の創設

1961年に創設された国民年金により国民骨年金体制が

完成するが､国民年金の仕組みは厚生年金と異なる点が

多かった｡国民年金の加入単位は個人であり､保険料は

均一制をとり､給付は期間比例制をとり､国庫負担の割

合も高かった｡
●

国民年金の遺族に対する給付には､厚生年金とは異な

り､母子年金､準母子年金､遺児年金､寡婦年金と死亡

一時金があった｡これらの年金は､国民年金の加入単位

が個人であることと深く関わり､独自な性格を有するが､

国民年金制度が構想された当初は異なった形をとり､曲

折を経て母子年金制度が登場したのであった｡

社会保障制度審議会は､1957年4月に､年金特別委貞

会を設置し､1958年2月に ｢国民年金制度の試案｣を作

成したが､｢母子及び身体障害者に対する年金｣は引き

続き検討するとされ､そして同年3月には ｢検討試案要

綱｣として取りまとめられ､ここで ｢母子年金｣という

見出しではなく ｢遺族年金｣が検討されている35㌧
この遺族年金の受給要件は､1)老齢年金受給者､また

は2)保険料拠出期間が3年以上の被保険者が保険料拠出

期間中に死亡したときに､イ)65歳以上の寡婦､ロ)65歳未

満の寡婦で18歳未満の子を有する者 (最年少の子が18歳

に達した時はその寡婦が65歳になるまで遺族年金の支給

を停止する)､とする｡給付額は､死亡した夫の拠出年

数によって定まる老齢年金36)の7割を基本とし､18歳未

満の子のいる寡婦には1人につき老齢年金の1割を加算

する｡

このように､この段階の国民年金の遺族年金は被用者

年金と大きな変わりがないが､それはこの段階では自営

業者本人 (20-59歳)のみが強制加入で､家族従業者

(同)は任意加入とされていたから､夫の年金権を継承

する形を構想したわけである｡

厚生省は､その後､先の検討試案をもとに､1958年7

月に ｢基本構想｣をまとめ､さらに9月にいたり ｢厚生

省第1次案｣を発表した｡この段階になると､老齢､障

害､母子年金の支給要件が固まっている｡すなわち､母

子年金については､夫の所定の保険料に加えて､被保険

者である妻の保険料納付をも支給要件としたことであ

り､別案では逆に妻の保険料納付を主たる要件とする考

え方も示された37).

その後､政府部内で調整が行われ､国民年金法案要綱

を作成し､政府は最終的に法案要綱を2月に国会に上程

した｡この過程で､社会保障制度審議会に諮問がなされ､

(ll)
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その答申のなかで､母子年金については妻が保険料を納

付していることを支給要件としているのを改め､夫が死

亡前に所定の保険料を納付していることを支給要件にす

ることを､意見としてのべている｡しかし､最終的には､

国民年金制度は夫婦を独立した被保険者として扱ってい

るので､夫の保険料納付を妻の母子年金の要件とするの

は適当ではなく､｢夫の死亡を被保険者たる妻について

発生した事故とし､夫の納付記録を問わないこととし38'｣

て､周蔑解決を図ったのである｡

その結果､国民年金法案は1959年に成立し､拠出制国

民年金は1961年4月1日をもって全面施行されたのであ

った｡

ここで､成立した母子年金､遺児年金および寡婦年金

について概要をまとめてみよう｡

まず､母子年金39'について､ 支給要件は､被保険者

である妻が夫と死別したとき､夫によって生計を維持さ

れた18歳未満の子 (または20歳未満の廃疾状態の子)の

生計を維持する場合において､妻が夫の死亡前に､①15

年以上の保険料､(参直前5年以上の期間において被保険

者期間から免除期間を除いた期間の3分の2以上の期間

の保険料､(卦直前の引き続く3年間の保険料 (保険料免

除が 1年以内の時は残余のすべての期間の保険料)､の

いずれかの保険料を納付していること､である｡年金額

は､･基本額を老齢年金額 (25年-月額2000円～40年-

3500円)の2分の1と子の加算相当額 (400円)含めた

額とし､保険料納付期間に応じて最低保障額の1万9200

円 (月額1600円)から2万5200円 (2100円)享での額と

し､この基本額に第2子以降1人につき4800円 (月額

400円)を加算する｡ただし､その夫の死亡について現

行公的年金による年金給付 (遺族年金など)を受給する

場合は､母子年金の3分の1 (国庫負担相当分)を支給

停止とする｡

つぎに､遺児年金について､支給要件は､被保険者ま

たは被保険者であった父または母が死亡したとき､父母

が死亡前に､上記の(彰(卦(参の他④老齢年金の支給要件を

満たす期間の保険料を納付していることで､その者によ

って生計を維持された18歳未満の子 (または20歳未満の

廃疾状態の子)に支給される｡ただし､その子と生計を

同じくする父または母がいるときは支給しない｡年金額

は､老齢年金の4分の1相当額で､保険料納付期間に応

じ7200円 (月額 600円)から1万 ･500円 (875円)まで

の額とし､子が2人以上いるときは第2子以降1人につ

き4800円 (月額 400円)を加算する｡

さらに一､一寡婦年金について､支給要件は､被保険者ま

たは被保険者であった65歳未満の夫が死亡した場合にお
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いて､その夫が死亡前に､老齢年金の支給要件を満たす

ために必要な保険料を納付していることで､その夫と10

年以上の婚姻関係を継続した妻に支給されるOただし､

夫が障害年金の受給者であった場合は支給しない｡年金

額は､死亡した夫が被保険者として納付した保険料に基

づき受給するはずの老齢年金の2分の1とし､60-64歳

の5年間に支給される｡

まとめ

母子年金は被用者年金制度の遺族年金とは性格が異な

り､被保険者である死亡した夫または配偶者の積み立て

た年金受給権 (遺産)を継承するものではない｡それは､

国民年金が夫婦それぞれが個々に年金制度に加入し､被

保険者となり､個々に年金確を形成することと関連して

いる｡

この場合､2つに分けて考える必要があると 1つは受

給権を形成 ･確立した高齢者世帯の場合と､2つには受

給権を形成する以前の若齢の被保険者世帯の場合であ

る｡

まず､最初に､国民年金で夫婦がそれぞれが個々に老

齢年金を受給する場合であるが､この場合は､配偶者

(夫)が死亡しても残された配偶者 (秦)は自身の老齢

年金を受給しているから､その年金が十分な水準であれ

ば､死亡した夫の老齢年金を必要としない｡それゆえに､

原則的にいえば､年金が個人単位で構成され､給付水準

が適正である場合には､遺族年金を必要としない｡

ところが､この当時の被用者年金制度は､片働きの被

保険者本人が夫婦2人分の年金権の名義人であり､名義

人である配偶者が死亡すれば､その年金権を香譲し､適

正な給付水準を維持しなければならない｡それは､受給

権者の年金権を保障し､遺族の生活保障のために必要な

措置である｡

したがって､国民年金にもし遺族年金 (母子年金は子

がいることを前提としているので､老齢年金の受給権を

満たした高齢の母子年金はレア･ケースであろう)が設

けられたとしても､,それは被用者年金の遺族年金の仕組

みとは異なる制度であることは明らかである｡

つぎに､被保険者期間の短い比較的に若い被保険者の

場合において､遺族年金と母子年金の受給権の構成につ

いて考えてみよう｡ この場合は､厚生年金保険ではかっ

て寡婦 ･遺児年金と呼ばれた系統の年金であるが､短期

被保険者であっても遺族年金は最低保障される.+残され

た遺族は被保険者ではないので､夫名義の保険 (遺族の

生活保障給付)の受取人でしかない｡これに対して､国

民年金では､残された配偶者 (秦)は自身と子の生活危

険という保険事故への保障保険の加入者であり､保険料

納付者であり､自身が加入した保険の受取人でもある｡

このように､遺族年金と母子年金の構成は大きく異な

るのである｡すなわち､母子年金の殆どはいまだ自身の

老齢年金権を持たない比較的に若齢の母子の生活保障の

システムであり､夫の年金権を継承する形式をとるもの

ではない｡母子年金は子のある母 (秦)自身が国民年金

の被保険者であることを要件とし､死亡した夫が国･民年

金の被保険者であるかどうかを問わないし､被用者年金●

の被保険者であっても構わないのである｡

ここで､妻が国民年金の被保険者である場合は､夫婦

とも国民年金の (強制)加入者であるか､夫が被相者年

金に加入Lでいて妻が国民年金に任意加入している場合

のいずれかである｡もちろん､妻が被用者年金制度の被

保険者である場合は尚選外である｡そして､その夫がい

ずれの公的年金制度に加入しているかに関係なく､その

夫が死亡したとき､国民年金の･被保険者 (任意 ･強制を

問わない)である妻が死亡した夫に扶養されており､国

民年金の被保険者 (直前1年間の保険料納付済みなどの

一定の保険料納付期間の条件がある)で､扶養する18歳

未満の子がある場合に､定額の母子年金が支給される｡

その給付水準は子が1人の場合は25年加入の老齢年金

の2分の1とほほ同額であり､子の数に応じて加算され

るが､当分は加入期間の長短に拘わらず一律定額である｡

なお､厚生年金などの遺族年金が支給される場合は母子

年金の一定割合 (3分の1)が支給停止となるが､それ

は国庫負担の重複を避けるためである｡

その他に､国民年金には寡婦年金がある｡寡婦年金は

母子年金とは性格がやや異なり､一定の条件が整えば､

死亡した夫 (国民年金)の老齢年金の受給権が､妻に継

承される｡すなわち､10年以上の楯姻関係があり､被扶

養関係のある妻 (国民年金)に､60-64歳の間に限り､

夫の老齢年金の車額支給されるのであるが､ただし､夫

が障害年金または老齢年金を支給されておれば寡婦年金

は支給されない｡その意味において､寡婦年金は夫の年

金権 (遺産)の継承であり､夫の保険料の掛け捨て防止● I
的給付であるが､支給期間は妻の60-64歳に限定される｡

65歳になると自身に年金権が生じるからである｡

したがって､寡婦年金を別にすれば､母子年金は妻が

加入し保険料を支払う夫に掛ける生命保険(受取人は妻)

のようなものであるといえる｡

4 老齢年金の拡充と遺族年金の給付水準

高度経済成長以降に､国民の生活水準は急上昇し､老

齢年金の給付は未だ本格化しなかったが､名目的な給付

水準は引き上げられた｡遺族年金､母子年金は制度再編､

導入後まだ間もなく､制度の手直しではなく､表のよう

.ヽ
ー ⊥■

(12)
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表 国民年金の母子年金等の給付月額 (最低保障 ･加算)1961-86年
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(単位 :円)

西 暦年 度 厚 生 年 金 国 民 年 金老齢年金 老齢年金 老齢年金 母子年金 子の加算 母子 遺児年金 母子福祉
標準年金 最低保障 25年加入 (準母子) 2子 3子～ 加薯等

1960196119621963196419651966196719681969197019711972 5,40010,40020,00352,24290,392136,050173,100 2,0005.000?,0008,800 2,0005.goo8,00020,00032,50042,00050,000 1,6004,6007,6008,400 4008002,0005,000 4002,000 15,000 1,0002,5007,6008,400 1,0001,300t1,5002,0002,0002,2002,4002,6002,900-4,300

1973 20,000 20,000 20,000 6,500

1974 23,220 23,220 23,220 9,800

1975 28,300 28,300 28,300 15,600

1976 33,000 33,000 33,000 17,600

1977 36,100 36,100 36,100 19,500

1978 38,508 38,508 38,508 21,500

1979 39,833 39,833 39,833 26,000

1980 41,800 41,800 41,800 29,300

1981 45,058 45,058 .45.100 31,200

198219831984 46,90047,817 46,90047,817 46,90047,817 32,70033,300

1改定のあった年度の金額を表記し､その後変更がない場合は空欄にした｡

21974年度以降は物価スライド (加算は適用外)が行われ､83年は見送られた｡
31976年に厚生年金で寡婦加算制度が創設され､80年に改定された｡
41980年に国民年金で母子 ･準母子加算が創設された｡
(資料出所)注であげた文献のほか､『保険と年金の動剛 (各年度)などより作成

に最低保障水準の引き上げを図った｡

a 1万円年金

1965年の改正で､厚生年金の老齢年金 (月額)は､定額

部分 :5000円(250円×20年)+報酬比例部分 :5000円

(2万5000円×10/1000×20年)+配偶者加給年金 :400

円で構成され､20年加入の標準的な年金額は1万円年金

に引き上げられた｡

遺族年金の受給資格要件や年金額 (基本年金額の2分

の1)は変更されなかったが､定額部分が期間比例制に

変更されたので､被保険者期間が20年に満たない場合は

20年として計算され､最低保障額は6万円 (20年加入の

定額部分に相当する額)･とされた｡

また､国民年金の老齢年金も1966年の改正で､月額

(13)

5000円 (200円×25年)に引き上げられ､夫婦 1万円年

金となった｡母子年金は基本額を老齢年金額の2分の1

に相当する額とし､支給対象の子 (2人目から) 1人当

たり年額4800円 (月額 400円)が加算される.とこえが､

加入年数が短いので最低保障額を定め､従来は年額1万

9200円 (月額1000円)であったものを､年額 5万5200円

(月額4600円)に引き上げた｡したがって､子 2人の母

子年金の最低保障額は､子 1人の加算額含めると､年額1

6万円 (月額5000円)になり､厚生年金の遺族年金の最

低保障額 (20年加入の定額部分)に照応する｡

b 2万円年金

1969年の改正で､厚生年金は､9733円(400円×24.333

午)+9270円(3万8096円×10/1000×24.333年)+1000円



-222- 生活科学研究誌 ･Vol.1(2002)

で計算され､2万円年金となった｡これに対応して､遺

族年金の最低保障額は年額9万6000円 (月額8000円)に

･引き上げられた｡

国民年金は､1969年の改正で月額8000円(320円×25年)

に引き上げた.付加年金単価が 180円であらたから､そ

れを含めて夫婦2万円年金を満たすこととなった｡これ

に伴って､子 1人の母子年金の最低保障額を月額7600円

とし､2人以上の子 1人につき月額 400円を加算したの

で､子2人の母子年金の最低保障額は月額8000円となり､

厚生年金の最低保障額と照応する｡なお､遺児年金額は

母子年金と同額に引き上げられた｡

6 5万円年金 ･6割年金

その後､インフレの進行は著しく､1971年に10%の緊

急是正を行い(遺族年金の最低保障額も同様に引き上げ､

月額8800円となった)､1973年にはいわゆる5万円 ･6■l

割年金の大幅な引き上げを行い､標準報酬の再評価と自

動物価スライド制を導入した｡その結果､厚生年金の標

準的な老齢年金額は､2万7000円 (1000円×27年)+2

万2842円(8万4600円×10/1000×27年)+2400円-5万

2242円となった｡それに伴い､遺族年金の最低保障額は

年額24万円 (月2万円)に引き上げられた｡この最低保

障額も物価スライドによ?て改訂され､1974-75年度に

は､16.1%､21.8%の割合で見直され､月額2万8300円

になった｡

国民年金も､厚生年金に追随して2万円 (800円×25

午)に改定したが､付加年金の単価を 200円に改定し､

これを含めて夫婦5万円年金とした｡これに伴い､母子

年金の最低保障額は緊急是正後の月額8400円から月額2

万円に引き上げ､加算の対象となる子 1人について 800

円に引き上げた｡その後は､物価スライドにより､最低

保障額も引き上げられたが､加算部分については.スライ

ドの対象から外された｡

d 9万円年金

貸金､物価の急騰により､財政再計算の時期を早めた

1976年の改正で､厚生年金の標準的な老齢年金額は､4

万6200円 (1650円×28年)+3万8192円 (13万6400円×

10/1000×28年)+6000円-9万 392円となった｡また､

これに伴い遺族年金の最低保障額は､年額39万6000円

(月額3万3000円)に引き上げられた｡

さて､これまで､厚生年金の遺族年金の給付水準は基

本年金の半分とされ､子がいると加給年金が加算された

が､その機械的に半分という割合の低さはっとに指摘さ

れていた40)｡そこで､1976年の改正で､寡婦加算制度を

設け､子のいる寡婦または60歳以上の寡婦を対象に､定

額の加算を行うようになった｡加算額は､子に対する加

･給年金とは別に､18歳未満の子または1･2級の重度の

障害の子が2人以上の寡婦には6万円 (月額5000円)､

同じく1人の寡婦には3万6000円 (月額3000円)､60歳

以上の (子がいない)寡婦には2万4000円 (月額2000円)

とされ､これにより遺族年金の水準の引き上げを図ろう

としたのであった｡

この金額は､1978年の改正および1979年改正で､各

1000円づつ､2回にわたって引き上げられた｡

国民年金も､3万2500円 (1300×25年)に引き上げ､

付加年金を含めると夫婦で7万5000円になるが､厚生年

金の引き上げに同調することはできなかった｡しかし､

母子年金の最低保障額は厚生年金の遺族年金の最低保障

額に合わせて月額3万3000円に引き上げられた｡また､

加算の対象となる子1人について月額2000円に引き上げ

られた｡

e 1980年改正

減速経済に入ったとはいえ､高齢化社会の到来が高唱

され､年金改革の論議が活発化するなかで､厚生年金の

給付水準はなお引き上げられ､標準的な老齢年金額は､

6万1500円 (2050円×30年)+5万9560円 (19万8500

円×10/1000×30年)+1万5000円-13万6050円となっ

た また､これに伴い遺族年金の最低保障額は､月額4

万1800円に引き上げられた｡

それと同時に､さらに遺族年金の改善が行われた｡し

かし､全ての寡婦や遺族を対象とするのではなく､引き

上げを必要とする寡婦や遺族に限定して改善する方法を

とった｡すなわち､前回の1976年改正で採用した寡婦加

算方式を踏襲して､有子または高齢の妻に重点をおいて

給付水準の実質的な引き上げを図ったのである｡すなわ

ち､18歳未満の子または1･2級の重度の障害の子が2

人以上の寡婦には月額1万7500円､同じく1人の寡婦に

.は月額1万円､60歳以上の.(子がいない)寡婦には月額

1万円と大幅に引き上げたのであった｡

なお､このように寡婦加算が大幅に引き上げられた結

果､寡婦が他の公的年金制度から老齢年金を併給される

場合はこの寡婦加算は支給されなくなった｡

また､国民年金の給付水準は､月額4万2000円 (1680

円×25年)に引き上げられ､母子年金の最低保障額は厚

生年金の遺族年金の最低保障額に合わせて月額4万1800

円に引き上げられた｡また､加算の対象となる子Q)うち

1人について月額5000円に引き上げられ､-その他の子に

ついては2000円に引き上げられた｡なお､母子 ･準母子

年金についても､他の制度から遺族年金を受給できない

場合に､母子加算または準母子加算制度が創設され､月

額 1万5000円が加算されることになった｡したがって､

(14)
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自営業者などの無業の配偶者については､通常はこの母

子加算がなされ､給付水準は月額5万6800円となり､か

なりの改善となる｡

まとめ

本節が対象とした時期の遺族年金と母子年金は､制度

として特に大きく改善されたわけではない｡1976年に寡

婦加算制度が導入されるまでは､最低保障額を引き上げ●

てきたにすぎない｡

さて､遺族年金または母子年金の給付水準は､原則と

しては､老齢年金の2分の1に相当する額としてきた｡

しかし､実際には､厚生年金の遺族年金は､加入期間を

最低20年とみなして計算しても､厚生年金の定額部分の

20年分とした最低保障額に達しない場合が多かったよう

である｡それは､定額単価が高く設定されたために､報

酬比例部分の方が定額部分 (最低保障額)よりも低かっ

たからである｡また､国民年金は創設後の期間も短く､

資格期間の25年に達していないので､原則を老齢年金の

2分の1としながら､実際には当分の間は母子年金額

(子 1人を含む)を定額とし､厚生年金の遺族年金の最

低保障額に合わせたのであった｡

このような計算方法は､ほぼ20年ほど､大きく変える

ことなく､いわば最低保障額を貸金や物価水準の上昇に

見合って､ほぼ自動的に引き上げてきたのが､この時期

の遺族年金 ･母子年金の歴史でもあった｡1976年および

1981年の改正で､厚生年金の遺族年金では寡婦加算を上

積みし､高齢寡婦と子を有する寡婦に的を絞って重点的

に水準を引き上げた｡当然､それに見合う財源が措置さ

れなければならないが､受給者はまだそれほど多くなく､

老齢年金のための積立金から転用が行われたものと思わ

れる｡個々の受給者または被保険者であった者が拠出し

た保険料総額と受給額には直接的な対応関係はなく､財

政方式は積立方式ではなく賦課方式で運営され､むしろ

社会手当または社会扶助の仕組みであると.いえる｡もち

ろん､高齢期の老齢年金の受給権の移転はないわけでは

ないが､その事例は少数で､また遺族年金の実質価値の

維持 (スライド制)を考慮すれば､遺族年金および母子

年金に限っていえば積立方式による年金制度はもはや存

在しない｡

ところが､他方で､特に老齢年金について､インフレ

に伴う積立金の目減りが問題になり､賦課方式への移行

の論調が強まると､逆に厚生省はむしろ積立方式の意義

を強調したのであるが､そのために遺族年金､母子年金

の社会扶助的性格が唆味にされ､遺族年金､母子年金を

積立方式年金の枠内で理解する風潮を強化する方向に進

ませたのであった｡

(15)
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Ⅴ 基礎年金改革と遺族年金

1 過族年金 ･母子年金の再編成

遺族年金および母子年金の1985年度末の受給者数は､

それぞれ 169万人 (うち通算遺族は17万人)および17万

人 (うち寡婦年金5万人)で､給付額は1兆1599億円､

943億円で､全給付総額の 16.5%､3.4%にすぎない4日｡

しかし､その財源は､故人の被保険者や受給者が自ら積 ,

み立てた原資からすべてが賄われるものではない｡

新遺族年金､母子年金は働き盛りの被保険者の遺族の

生活保障をはかるという趣旨で導入さ-れたが､当初は財

源TLの問題や他制度との均衡のために､給付水準を低く

設定し､概ね老齢年金の2分の1としてきた｡これに対

して､被保険者 ･遺族から給付水準の引き上げの要求が

強く､政府は老齢年金の12分の_1原則を維持しながら､

最低保障額 (厚生年金の定額部分の20年相当分)の引き

上げで対応してきた｡しかし､それでも十分に応え切れ

なくなると､寡婦加算制度を創設し､有子或いは中高年

に的を絞って加算額を引き上げることにより､遺族年金

の給付額を総額的に引き上げたのであった｡それが1980

年代前半までの対応策であった｡

ところが､加算方式による改善にも限界があり､格差

が大きくなると､遺族年金本体の給付水準を引き上げざ

るを得なくなる｡しかし､厚生年金の遺族年金の改善は

国民年金の母子年金と導動しており､財源問題が絡んで

いるので､給付水準の引き上げは困難であった｡そこで､

実際に遺族年金や母子年金は短期加入者の遺族を対象と

した社会扶助年金であったから､遺族年金と母子年金に

ついても公的年金制度全体に跨る財政調整制度を行うこ

とにより､財源上の問題を打開して､遺族年金や母子年

金の基本額の引き上げを構想したのであった｡

つまり､1986年に基礎年金改革が行われた際に､遺族

年金および母子年金を基礎年金に吸収し､給付水準を全

国民に共通の老齢基礎年金の水準まで引き上げ､費用を

各年金制度の共同負担とした｡障害基礎年金の社会扶助

化による改善は強調されたが､遺族基礎年金 (の改善)

についてはなぜか取り上げられなかった｡

しかし､遺族基礎年金に再編して､若干給付水準を引

き上げ､期間要件を棲和したが､それと引き替えに支給

要件を厳格にし､それ以前の比較的に寛容であった併給

調整を厳しくして､｢一人一年金｣の原則に基づき重

複 ･過剰給付を整理したのであった｡

それと同時に､厚生年金の遺族年金も､国民 (居住者)

共通の遺族基礎年金と厚生年金の独自給付である遺族厚

生年金に分化して､遺族の生活保障と財源の効率化を図

った｡
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2 連族基礎年金の意義 ･

新基礎年金体制の下で､国内居住者はすべて新国民年

金制度 (基礎年金を支給する制度)に加入 (被用者は二

重加入)し､一定の要件の下で､老齢基礎年金､障害基

礎年金または遺族基礎年金を受給し､生活の基礎的費用

を賄う｡自営業者や農林漁業者の遺族は､母子年金に代

わって遺族基礎年金を中心に事業収入や貯蓄などで不足

を補い､被用者の遺族は､遺族基礎年金と遺族厚生 (共

済)年金で生活を維持する構図に再編成される｡このよ

うに､多くの遺族において遺族基礎年金が生計費の基礎

的部分を構成するーことになるo

そこで､まず遺族基礎年金に注目し､その受給要件に

ついてみると､被保険者期間の長短を問わず保険料納付

(および免除)期間が加入者期間の3分の2以上ある

(従来は死亡日前に6カ以幸の被保険者期間または1年

以上の保険料納付済期間を必要とした)か､あるいは老

齢基礎年金の受給資格期間を満たすこととし､短期の被

保険者期間の要件を媛和した｡しかし､その代わりに､

受給者の範囲を母子年金並みに狭め､死亡した者によっ

て生計を維持されていた18歳未満の子のある妻または子

に限定した｡これは､国民年金の母子年金42)には期間の

棲和になるが､厚生年金の遺族年金では子のない寡婦､

夫､父母､孫､祖父母にとっては縮小である｡

つぎに､遺族基礎年金の給付額についてみると､満額

の老齢基礎年金相当額を基本額とし､･これに子への加算

額が加わる｡当時の金額で､子 1人の寡婦に78万円 (月額

5万円+1万5000円)で､第2子分として18万円､第3子

以降には各6万円が加算される｡基礎年金改革以前の遺

族年金や母子年金の給付水準は老齢年金の2分の143)棉

当額とされるが､当面定額で母子年金の基本額を1986年

度で59万3400円 (月額4万9450円)と定め､さらに2人

目の子に6万円､3人目以降各2万4000円の加算を行っ

た｡さらに､1980年に創設された母子加算の18万円 (月

1万5000円)を加えると､合計約78万円になっている｡

実は､基礎年金になってもほぼ年金額はほぼ同じ水準で

ある｡もし評価できるとすれば､子への加給年金が引き

上げられ､物価スライドの対象とされた点である4㌔

このような枠組みの下で､遺族基礎年金は給付対象を

生計維持関係のある子のある妻 (母)45)または子に限定

したが､この場合は_18歳未満の子をもつ妻は通常40歳代

までであると想茸できるから､後述する若齢遺族基礎年

金である｡給付は遺族の最低生活保障の観点から定額年

金であり､長期の拠出を要件としないから､その意味で

遺族基礎年金はいわば社会堺助 ･社会手当の範噂に属す

る所得保障制度である｡

ところが､社会手当制度は普遍主義的な所得保障制度

であるが､財源を税に求めるので財政的に窮屈であり､

給付水準の引き上げには一定の制約がある場合が多い｡

それを回避するために､社会手当としての遺族基礎年金

を年金保険から分離せず､公的年金保険制度に組み込み､

防貧という視点で普遍主義的に制度設計し､保険料とい

う形で費用を徴収するが､制度がまとめて拠出する形を

とることにより比例的性格を弱めて､社会保険と社会手

当の融合を図ったのであった｡

つまり､遺族年金 ･母子年金の財源の調達方法を変え､

老齢基礎年金および障害基礎年金とともに遺族基礎年金

を加えた総基礎年金費用から国庫負担を除いた額を国民

年金の全被保険者で負担するこ◆ととし､第1号被保険者

は個別に均一額を拠出し､厚生年金や共済年金は第2号

被保険者のみが負担するように共同負担する形をとっ

た｡このように､遺族基礎年金は必要な費用を全公的年

金保険制度で賦課方式により共同で拠出する財源調達の

方法をとり･､社会手当または社会扶助制度化の色彩を港

み出させたといえる｡

このように､遺族基礎年金は社会扶助 ･社会手当の体

系に属する制度であることを明確にしたのであるが､そ

れはつまり遺族基礎年金が老齢年金の遺贈としての高齢

遺族年金タイプとは別のものになることを意味する｡老

齢基礎年金は､25年以上の長期にわたる拠出の結果であ

るが､その受給権はたとえ夫が未受給であっても子のな

い妻に遺族基礎年金を遺贈できないLiまた､子があっ

ても18歳未満で生計維持関係にある子でなければならな

いから､妻や子に老齢基礎年金を遺産として継承できる

可能性は少ない｡これは老齢基礎年金は個人別に支給さ

れるので､死亡した本人の生計費は不要になるが46)､配
偶者は自身の老齢基礎年金で生計を維持できるという考

え方によるものである｡かくして､遺族基礎年金はその

遺贈の問題を制度の外に追いやり､被保険者本人の一代

限りの年金とすることができたのである｡

3 遺族厚生年金の再編と役割

~遺族厚生年金は､遺族基礎年金が支給される場合に同

時に支払われるので､資格要件は基礎年金に合わせて規

定される部分と､遺族厚生年金だけの独自な要件がある

が､独自な給付で昼従来の厚生年金に準じ､基礎年金の

要件よりは緩やかである｡

給付水準は従来の報酬比例部分をベースに若干の改善

が図られた｡すなわち､加入25年未満の短期加入遺族年

金受給者の場合､従来の計算方法の給付乗率が原則的に

1000分の10から 7.5(4分の3)に引き下げられるが､
加入期間を最低で25年加入と見なし､また支給割合は2

(16)
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分の1から4分の3に引き上げられるので､それらを総

合すると8分の9-1.125倍となり､若干の改善がなさ

れると考えられる｡また､老齢年金の受給資格期間を満

たした長期加入遺族年金受給者の給付乗率は生年別の乗

率 (7.5/1000よりも高い)が適用されるので､さらにそ

の分の改善となる｡いずれにせよ､給付水準は若干の引

き上げとなる｡

しかし､死亡した被保険者によって生計を維持されて

きた47)子のない妻､55歳以上の夫､父母､祖父母､18歳

未満の孫については遺族厚生年金の支給のみとなり､定

額部分相当分の遺族基礎年金が支給されないので､この

亡したとき子のない妻または･その後子が18歳に達した時

に35歳以上の妻には､40-64歳の間に中高齢寡婦加算

(基礎年金の4分の3相当)が支給されるので､旧の寡

婦加算が廃止されるが､従前の給付水準は一応保障され

る｡

さて､遺族厚生年金にも二つの性格が混在する｡まず､

若齢遺族年金タイプでは､18歳未満の子がいる妻または

18歳未満の子には､遺族基礎年金に加えて遺族厚生年金

が支給される｡この遺族厚生年金の計算は拠出期間を最

低の25年と見なすので､それより短期の場合には積立式

年金というよりは拠出期間に関係の琴い最低保障的性格

をもつ社会扶助または社会手当的色彩の強い給付といえ

る｡その費用は厚生年金保険が賦課方式により賄うこと

になる48).

つぎに､高齢の妻､子のない中高齢期の妻､55歳以上

の夫 ･父母 ･祖父母 (支給は60歳から)に対する遺族厚

生年金は高齢遺族年金タイプであるが､多くの場合死亡

した被保険者または老齢厚生年金受給者は25年以上の資

格要件を満たしているものと思われ､年金原資の積み立

ては一応完了したとみることができる｡とはいえ､実際

にはインフレ等により積立金の実質価値は減価してお

り､その不足分は現役被保険者の保険料から補填される

(修正積立方式)が､年金期待権として位置づけること

は可能である｡つまり､この遺族厚生年金は拠出に基づ

いた給付であり､亡くなった者の遺産と位置づけること

ができる｡

この2つのタイプの遺族年金の性格の違いは正しく認

識され畠べきであったが､基礎年金改革時には､従来と

同様に前者を典型ととらえ､後者を当分の間はレアケー

スだと認識していたようである｡

4 浪族年金の併給調整

遺族厚生年金の意義について考えると､老齢基礎年金

は生活費の基礎的部分を賄うが､完全に退職した被用者

(17)
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は他に収入が見込めないので､正常な生活が営めるよう

に上乗せ年金が必要となり､報酬比例年金を老齢厚生年

金とした｡この報酬比例年金は､決して生活のゆとり･

ぜいたく部分ではなく､財源上の理由によってその水準

は徐々に引き下げられてきているが､むしろ必需部分で

ある｡したがって､厚生年金では､老齢厚生年金と同様

の趣旨で､遺族基礎年金に加えて遺族厚生年金を上乗せ

するものである｡

ところが､新年金制度では､｢一人-年金の原則｣に

基づいて､上乗せ部分の年金として遺族給付か老齢給付

のいずれか一方を選択しなければならない｡つまり､遺

族厚生年金受給者自身に厚生年金保険に加入歴があり､

遺族年金受給者が65歳になり自身の年金受給権 (老齢基

礎 ･老齢厚生年金)が発生すると､夫の遺族厚生年金に

経過的寡婦加算49'を加えた額とを比較し七､いずれか一

方 (高い方)を選択しなければならない｡ただし､いず

れの場合も､老齢基礎年金は併せて支給される｡一

この場合､どちらか一方の年金を放棄するわけだから､

年金保険科の掛け捨てが問題になる｡

もし､寡婦 (秦)が夫の遺族厚生年金を選ぶと､見か

けは自身の老齢厚生年金を放棄 (したがって保険料は掛

け捨て)したようであるが､しかし選択後もまず妻自身

の老齢厚生年金の積立金から支払われ､その差額あるい

は不足分が夫の遺族厚生年金から支払われると見なす

と､妻自身の老齢厚生年金は掛け捨てになっていないと

いう指摘はすでに見られる50).この点は若齢遺族年金の

場合､夫の被保険者期間は短くその積立金は少ないから､

理解しやすい｡

また､逆に妻自身の老齢厚生年金を選択した場合に､

夫の年金が無駄になるという批判がある｡選択以前の社

会扶助としての (拠出に基づかない)遺族厚生年金が打

ち切られるのは寡婦自身の受給権の確立によってその使

命を終えるのであって､必ずしも不公平なことではない｡

この場合は､夫の厚生年金への拠出期間が短く､むしろ

それまでの遺族厚生年金は社会手当であり､保険料の掛

け捨てに当たらない場合が多いだろう｡遺族基礎年金も

子が18歳に達すると支給が打ち切られるのが (中高齢寡

婦加算が厚生年金から支払われるが･--)､問題は同じ

である｡それはともかく､妻にとってそれが無念に感じ

られるのは､遺族厚生年金が低水準 (夫が若年で標準報

酬が低いためである)であるにもかかわらず､選択後の

妻自身の老齢厚生年金がそれよりもわずかに多いに過ぎ

ないほどの水準であるとすれば､･夫の遺族年金を放棄す

ることが低水準の年金を固定化するものと感じるからで

あろう｡
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そこで､これらの二者択一的選択方法に加えて､1994

年改正で､妻の老齢厚生年金の2分の1と夫の遺族厚生

年金の3分の2 (夫の老齢厚生年金の2分の1)との併

給が認められた｡つまり､それぞれの老齢厚生年金の2

分の1づつが支給されるという妥協案である｡この方法

を選択する場合は､妻の老齢厚生年金が夫の老齢厚生年

金より低額であるが､しかし夫の2分の1よりも高い場

合であって､この方法は従来の選択方法よりも高い選択

となる｡

Ⅵ 遺族年金の課題

これまでにおいて､ 100年にわたるわが国おける遺族

年金の歴史を､紙数の都合で端折って､整理した｡そこ

から見えるのは､わが国の遺族年金には2つの系譜と性

格があるということである｡1つは老齢年金の受給要件

を満たした高齢被保険者または受給者が (十分に)受給

しないままに死亡した場合に､その受給権を遺産として

遺族へ継承を図るタイプで､｢高齢遺族年金｣と呼ぶこ

とにする｡もう1つは老齢年金の受給資格要件を満たさ

ない短期加入の比較的に若い被保険者の死亡に対して配

偶者や子の生活保障を図るタイプで､｢若齢遺族年金｣

とよぶものである51)0

この2つの系譜は途中や統合されるが､その性格の違

いや特徴について十分に注意が払われなかった｡そのこ

とが遺族年金問題に混乱をもたらし､公平 ･不公平論を

賑わしている大きな原因であると思われる｡
一

｢女性と年金検討会報告｣は､遺族年金制度を個別課

題の1つに取り上げて､改革の論点を3つ挙げている52).

その1つが ｢遺族年金と老齢年金の併給｣問題である｡

本稿は､その具体的な改革案を提起することを目的とし

ないが､若干の論点の整理をもって､終章に代えたい｡

1 片働き世帯と共働き世帯の不公平

上記 ｢検討会報告｣では､片働き世帯の貸金が (月額)

36万円､共働き世帯が22万円+14万円のように世帯の合

計収入額が同じで､老齢年金合計額も24万円と同一でも､

夫が老齢年金を受給中に死亡して､妻自身の老齢年金や

遺族年金を受給するようになると､片働き世帯の妻の年

金は15万円 (基礎年金を含む)､共働きの妻は12万円

(基礎年金+夫婦の各老齢厚生年金の半分)と年金合計

額に差がつき､保険料は世帯単位で同じ6.2万円 (労使)

なのに､不公平だという53)｡

実は､同 ｢報告｣は説明していないが､上記の計算例

は夫婦ともに定年まで働き､満額の老齢年金を形成する

高齢受給者の場合である｡ しかし､これを論議する前に､

比較的に夫が若くして死亡して寡婦になるケースを問題

にしなければならない｡この場合､夫の死亡時の両世帯

の若齢の遺族厚生年金の額は､夫の給料分の差 (36万円

と22万円)によって､格差が生じる｡遺族厚生年金は共

に十分な拠出を伴わない社会扶助年金であるのに､その

給付水準に格差が生じるのは公平か､という問題がある｡

他方､別の問題があって､共働き世帯の若い寡婦は遺

族年金を受給しながら､夫の死亡後も引き続き貸金が得

られるという点をどのように考えるか､という点である｡

つまり､寡婦が一定額の貸金をえながら､拠出の裏付け

のない遺族年金が支払われることをどう評価するか､と

いうことである｡それは､自身の労働の代価であるとは

いえ､旧共働き世帯の寡婦め総合収入は旧片働き世帯の

遺族厚生年金給付額よりも多額となる可能性があり､共

働き世帯に有利な仕組みである54㌧ あるいは､若い旧共

働き世帯の寡婦は､夫の死亡後も働き続けることによっ

て､その間に自身の厚生年金を積み増し､それによって

自身の老齢厚生年金を選択して結果的に夫の遺族年金を

放棄したとしても､前述したように若齢の遺族年金はも

ともと拠出の少ない年金であるから､65歳までに十分に

受給したかも知れず､夫の保険料の掛け捨てにはならな

さて､以上の2つの問題を検討した後に､高齢期の寡

婦の年金選択を問題にしなければならないが､上記の

｢検討会報告｣の計算例は､夫婦とも老齢年金の受給後

だけを取り上げるにすぎない｡

とはいえ､｢検討会｣のあげたケースを取り上げれば､

上記の計算例の格差は確かに生じる｡遺族年金の支給割

合が4分の3か2分の1かの差によるものである｡しか

し､このケースが遺族年金の典型であるかどうかが問題

である｡今後は増える可能性があるが､若齢タイプの遺

族年金の方が多いのが現状である｡

それにもかかわらず､検討会 ｢報告｣は年金選択後と

高齢夫婦世帯のみに着目して､共働き世帯の寡婦にも遺

族厚生年金の支給割合を片働きの寡婦の割合に揃えて､

併給される両年金の4分の3 (～5分の3)を支給する

案を検討課題として問題提起する55)｡しかし､そこでは

両世帯の給付と負担の割合の均衡のみが重視されて､単

一的な方法が構想されているようであるが､遺族年金の

タイプの差を考慮して､最低保障水準､生計費実態､拠

出貢献度などを組み合わせ､給付水準を複線的に設定し､

タイプ毎に財源調達のあり方の検討が必要である､と考

えられる｡

2 老齢厚生年金受給権取得後の高齢遺族年金

遺族年金の事由には､被保険者の死亡に対するものと

老齢年金の受給者の死亡によるものとがある｡これらを

(18)
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区別せず､同じ次元で公平性を論じている場合が多く､

むしろ議論を複雑にし､矛盾を来している｡基礎年金改

革は制度の一元化､給付水準の凍結あるいは財政調整で

は一定の効果があったが∴遺族年金に関する限り､時間

の経過とともに､老齢年金において満額年金の達成者が

多くなり､また女性が働き被用者年金に加入し､自身の

年金権を拡充しつつある現状にもかかわらず､改革前と

同様に若齢遺族年金タイプを専ら想定しながら､遺族年

金から老齢年金-の切り替え (選択)の方法を設計した｡

せいぜい､65歳時点で女性自身の老齢年金選択が増加す

るであろうと予想したが､夫の老齢年金を遺贈する高齢

遺族年金の問題について十分に検討してこなかった｡そ

こに､問題混迷の原因があると言わなければならない｡

既に述べたように､前者の若齢の有子の遺族に対する

遺族年金は拠出を背景としない社会扶助年金 ･社会手当

であり､いわゆるセーフティ｣ネットの制度である｡こ

の意味における遺族基礎年金､遺族厚生年金はともに定

額年金とし､財源は老齢年金の保険料とは別に国庫負担

を中心に賄うことが適当であり､65歳の年金種類の切り

替えもどちらか一方の年金選択で大きな問題はない｡

他方､高齢遺族年金の発生パターンには2種類ある｡

すなわち､1つは既に遺族年金を受給する寡婦が自身の

年金受給権をえた時に年金選択を迫られる場合と､もう

1つは有夫の妻が自身の老齢年金の受給権を取得した後

に､老齢厚生年金を受給する夫が死亡した時にやはり年

金選択に迫られる場合である｡

さて､後者のように､老齢年金を夫婦揃って受給する

ようになり､その後に初めて遺族年金を受給する場合は､

社会扶助年金論では問題は片づかない｡現役時代に片働

きおよび共働き世帯ともに､夫の老齢厚生年金からの遺

族厚生年金または妻自身の老齢厚生年金の選択 (または

各2分の1づつの併給)を迫られる｡この時､それぞれ

の寡婦の遺族厚生年金は夫の現役時代の賃金格差により

受給額は異なる｡これが先に見た検討会 ｢報告｣の指摘す

る不公平の事例である｡世帯単位の拠出総額が同じなの

に､遺族世帯の受給年金額が異なるという問題点である｡

さて､その選択に対応して掛け捨てや公平性の問題が

生じることになるが､現行制度では3つ.の選択肢があるo

若干の重複があるが､再度問題点を整理をしておこう｡

第 1は､妻自身の老齢厚生年金のみを選択する場合の

問題点である｡この場合は妻の老齢厚生年金の方が高額

であるわけだから､恐らくは妻の厚生年金の被保険者期

間は長く､受給資格要件を満たしていると考えられる｡

その際､それまでに受給してきた夫の遺族厚生年金が被

保険者期間の短い社会扶助年金であるか､あるいは老齢

(19)
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年金の長期受給資格要件を満たしているかによって閉篭

のあり方は異なる｡

前者の場合は既に考察したが､後者の場合は､夫の老

齢厚生年金まf=は遺族厚生年金は積立要件を満たした年

金であり､また妻の生計費分が含まれているから､その

全部を打ち切ることは問題がある｡老齢厚生年金が世帯

単位で設計されている場合､確かに死亡した夫の生計費

分は不必要になるが､寡婦の生計費分は残存しているの

で､積立 (受給資格要件)を完了している場合には､寡

婦自身の老齢厚生年金とは別に､一定割合の遺族厚生年

金を併給する方向G.ま不合理なことではない｡その際､ま

ず妻自身の老齢厚生年金を支給し､それに加えて､夫の

遺族厚生年金の一定割合を上乗せして支給することによ

り､寡婦の生活保障と夫の厚生年金の掛け捨て感を和ら

げることができる｡ただし､過剰にならないように上限

の設定が必要である｡

第2の問題点は､年金選択により寡婦自身の老齢厚生

年金または夫婦のそれぞれの老齢厚生年金の2分の1と

する場合に､夫婦と単身者の必要生計費の割合からみて

低すぎ､1694年の改正ゐ効果は余りないということであ

る｡なぜ､合計した年金額の2分の1なのか､夫婦と単

身世帯の生計費実態に照らし､財源と過剰給付抑制を含I

めて､再検討が必要である｡

第3の問題点は夫の遺族厚生年金を選択する場合であ

る｡･片働き世帯の無業の寡婦は､社会扶助年金であろう

が満額年金であろうが､夫の遺族年金をそのまま継承す

るより他はない｡しかし､共働き世帯では寡婦自身の老

齢厚生年金がありながら夫の遺族厚生年金遼遠択する場

合であるから､夫の貸金が高く､被保険者期間が長く受

給資格要件を満たしている場合であろう｡このとき､寡

婦の老齢厚生年金は賭け捨てになるという不満が見られ

る｡ l

このように､とぐに夫婦ともに長期被保険者であった

場合には､拠出比例制の原則に基づき夫婦の老齢厚生年

金の一定割合を保障するよう､寡婦の老齢厚生年金と夫

の遺族厚生年金を併給することを積極的に検討しなけれ

ばならない時期に差し掛かっているものと思われる.

Ⅶ おわりに

以上の考察から､一応のまとめを行いたい｡最初に断

ったように､本稿で遺族年金の改革案の結論を提起する

ことは主題ではないが､基本方向はかなり明白に見えて

きたので､一応の展望を試みておきたい｡

それは､要するに､遺族年金の要件を一律に固定化せ

ずに､遺族年金の受給権の構成のあり方によって支給方
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法をさだめることが今後必雫になるということである｡

たとえば､若齢遺族年金には定額給付で社会扶助年金の

性格を強めて生活保障を図り､財源を年金保険から切り

離して国庫負担 ･税を強化する｡他方､老齢年金の受給

資格要件を満たした後の高齢遺族年金には､寡婦自身の

老齢年金をベースにしながら､夫の年金のうち世帯維持

費 ･共通費相当分を遺族年金として遺贈させて､各自の

拠出貢献度を何らかの方法で反映させて不公平感を横和

しつつ､一定の給付水準を確保することが必要となる｡

今後は､このタイプの高齢遺族年金が増加していること

に注目して､受給対象を限定するならば ｢保険料を納付

したことが､できる限り給付額に反映されるようにする56)J

ことも妥当である｡しかし､･それはすべての遺族年金に

必要ではない｡

このように遺族年金の性格の相違に対応した制度に再

構築することにより､セーフティ･ネットとしての遺族

年金の給付水準を確保しつつ､それと切り離して年金保

険の原則により比例主義的体系を確保することが可能と

なる｡
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付の延命策である｡

47)新遺族年金は遺族の生活保障が目的であり､新た

に生計維持関係の要件を導入し､生計を同じくし､

恒常的な収入が将来にわたって一定水準 (所得分
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しても､単身女性には遺族がないがいずれ結婚す

る可能性があり､また共働きまたは片働きの妻が
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ことは不公平であるとは必ずしもいえない｡

49)遺族厚生年金と中高齢寡婦加算を受給していた妻
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になった場合に､基礎年金改正当時の年齢が理由
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基礎年金が低額と.rなり､中高齢寡婦加算額よりも

低くなることがあるが､それを調整するために遺

族厚生年金に加えて経過的寡婦加算 (2000年改正

により生年別に月額5万 267円～1683円)が支給

される｡

50)堀勝洋 r年金制度の再構築J､東洋経済新報社､

1997年､p.980

51)このタイプあるいは性格の違いを､厚生労働大臣

の私的懇談会 ｢女性のライフサイクルの変化等に

対応した年金の在り方に関する検討委貞会 (略称

｢女性と年金検討会｣.)報告書 (2001年12月)も一

応は区別し､｢若齢の遺族配偶者 (凄)に対する

遺族年金｣と ｢高齢の遺族配偶者 (秦)に対する

遺族年金｣とに分けて､遺族年金の受給パターン

を分類している･..

52)同報告書は r賃金と社会保障J(2002年3月上旬

～4月上旬号)に全文転載されたものを参照した｡

遺族年金は､4月上旬No.1319p.71-6に掲載される｡

53)同上､4月上旬号､p.72｡片働き妻の遺族年金は

36×7.5/1000×40×3/4-8.1万円､共働き妻遺族年

金は22×7.5/1000×40×1/2+12×7.5/1000×40×

1/2-5.4万円であり､これに基礎年金 6.7万円を

加える｡保険料は36万円×0.1735=6.2万円である｡
54)それゆえ､子のない寡婦には､勤労収入が見込め

るので､遺族基礎年金を支給しないことになる｡

55)同上､4月上旬号､p.730

56)同上､4月上旬号､p.750

わが国の遺族年金制度の形成と展開

坂口正之

要旨 :近代的な公的年金制度は､老齢年金､障害年金､遺族年金の3給付を備えている｡しかし､公的年金制度の創

設時から遺族年金給付が用意されたわけではなく､導入された当初から遺族の生活保障を月的にするものではなかった｡

大正期に入って､国鉄共済組合は遺族一時金を支給したが､それは年金の中途解約に羊る保険料の払い戻しを目的とす

るものであった｡やがて､労働者年金保険法 (1942年)が誕生して､初めて老齢年金の受給権の遺贈を目的とする遺族

年金が制度化された｡ ●

しかし､それは現役被保険者の遺族の生活保障には不十分で､別途新たな給付を必要とし､第2次大戦後､厚生年金

は､従来の遺族年金とは別に新たに寡婦 ･遺児年金制度を導入した｡そのような生活援助は､緊急を要したので､拠出

要件を凄やかにし､財準も賦課方式で賄ったので､社会手当ともいえる｡1954年の厚生年金の大改革時に､2つの制度

を単純に統合し､その後は最低保障水準を引き上げるだけであったので､他の拠出を要件とする年金給付との差異が不

明確になり､誤解も生じた｡そのために､遺族年金受給者間における不公平性を強調しすぎるという､あまり実りのな

い論争が生じることに.なっている｡

本稿は､わが国の遺族年金制度の変遷を跡付け､その目的と機能を再確認することを主題とする歴史的研究であるが､

今後､遺族年金の具体的な改革案を提示するための予備的な考察にあたるものである｡

(22)




